
事業番号 1027
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(　国土交通省　)

事業名 鉄道防災対策調査委託費 担当部局庁 鉄道局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 Ｈ２4 担当課室 施設課

施設課長
潮崎　俊也

会計区分 一般会計 施策名
14　公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、
ハイジャック・航空機テロ防止を推進する。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

逼迫する首都直下地震に備え、首都圏鉄道の早期機能回復の観点から鉄道施設の防災・減災対策について課題と対応策をとりまとめる。
その後の施策・立案に活用する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

東日本大震災による主要な鉄道路線の被災状況や首都圏等の列車運行に関する諸課題を踏まえ、首都圏等において地震・津波等の大規模
災害が発生した際の鉄道機能の早期復旧等、首都機能維持に焦点をあてた鉄道の防災減災対策のあり方を検討するにあたって必要な調査を
実施する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 30 30

補正予算

繰越し等

計 30 30

執行額

執行率（％）

成果指標 単位 21年度 22年度 23年度
目標値

（　　年度）

本調査は鉄道施設の防災・減災対策のあり方を
検討するにあたって必要な調査であり、定量的
な成果目標を定めて実施するという性質のもの
ではない。

成果実績 － － － －

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－ － － 1

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠 －

調査件数

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

鉄道防災対策調査委託費 30 30

計 30 30

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳


